









　2011年，警察は，デトロイトの Radio Shackと T-Mobileの店舗での強盗事




















































































（ 1）　Katz v. United States, 389 U.S. 347 （1967）.


























（ 3）　United States v. Jones, 565 U.S. 400 （2012）. Jones判決については，緑大
輔・アメリカ法2013-2, 356頁をはじめとして多数の論稿が発表されている。
（ 4）　拙稿「政府による間接的情報収集，特に第三者を通じた情報収集に関する





（ 5）　United States v. Miller, 425 U.S. 435 （1976）.




































































































（ 7）　Boyd v. United States, 116 U.S. 616 （1886）.



























（ 9）　Carpenters, 138 S. Ct. at 2213（Smith判決740頁が引用されている）。2 
WAYNE R. LAFAVE, SEARCH AND SEIZURE 559 （5th ed, 2012）は，連邦最高裁が，
令状に基づく捜索差押えを強く志向すると指摘する。





















（ 2 ）網羅的包括的情報収集と第 4 修正（第三者法理・公道上の位置情報）
　本法廷意見は，プライバシーの合理的期待を否定するために用いられる 2つ
（12）　Carpenters, 138 S. Ct. at 2213.
（13）　物理的捜索押収ではないことから，それぞれ通信傍受および盗聴器により
取得した証拠の排除を否定した Olmstead v. United States, 277 U.S. 438 






（14）　Carpenters, 138 S. Ct. at 2214.




























（16）　Carpenters, 138 S. Ct. at 2217, 2219.
（17）　Carpenters, 138 S. Ct. at 2217.





（20）　Carpenters, 138 Sup. Ct. at 2222.携帯電話の内容の閲覧を，逮捕に付随する
物の押収とは異なるとした Riley v. California, 573 U.S. _, _ （2014）を引用す
る一方，Smith/Miller判決の事案においては，対象文書に対するプライバシ
240　　比較法学 52巻 3号
対象者自らが文書を提出することを命ずるものであるか，との区分については
さほど問題にしていない。しかし，本件では，調査対象者に対して物理的な強
制力を行使するのではなく，法令（交信保存法）に基づき，対象者（携帯電話
会社）による自主的な文書提出を命じている。このような方法は，一般にサピ
ーナといわれる命令手続であり，行政目的の情報収集のために多用されてい
る。その意味で，Kennedy裁判官と Alito裁判官が反対意見で指摘していると
おり，本件は，行政調査実務に対して重要な影響を与える潜在的な可能性があ
る。
（ 4 ）日本への示唆
　日本においては，通信会社は，携帯基地局情報のような公の場所における移
動の記録も含め，令状なく捜査協力のために司法警察機関に提供できないこと
とされている（21）。しかし，かかる令状要件の根拠は，あくまでも通信の秘密
の保護にある。
　そうした中，GPS捜査の合憲性に関して最高裁が判断を示した（22）。判決の
解釈は他に譲ることとするが，興味深い点として，傍論ではあるが，GPS捜
査が行動を継続的網羅的に把握する特徴を有し，被疑事実と関係のない行動の
過剰な把握を伴いうる点に着目している。その意味で，網羅的・包括的情報収
集技術の進展とプライバシーの保護のバランスの観点から，携帯基地局情報に
対し，通常のサピーナ手続を超える厳しい手続基準で臨んだ本法廷意見は，日
本の議論においても参考になると思われる。
（中山代志子）
ーの合理的期待が減退していることを指摘している。
（21）　平成29年 4月18日総務省告示第152号「電気通信事業における個人情報保
護のガイドライン」。携帯基地局の位置情報については，同ガイドライン35
条 4項が規定。
（22）　最大判平成29年 3月15日刑集71巻 3号13頁。
